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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
⑴ 当社及び子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
①　当社及び子会社は、法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるため「泉州電業グループ
行動規範」を制定する。
②　当社及び子会社は、「コンプライアンス規程」に従いコンプライアンスの徹底を図り、「コ
ンプライアンス委員会」においてコンプライアンス推進体制を構築する。
③　当社及び子会社のコンプライアンスの状況は、内部監査室が「コンプライアンス委員会」と
連携のうえ監査し、その結果を定期的に取締役会及び監査等委員会に報告する。
④　法令上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段として、「企業倫理ヘル
プライン規程」に基づきホットライン（内部通報制度）を設置・運営する。
⑤　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、反社会的勢
力及び団体に対しては毅然とした態度で臨む。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報は、「文書管理規程」に従い文書又は電磁的媒体（以下、文書等
という。）に記録し、保存するとともに、取締役は、「文書管理規程」に基づき、常時これら
の文書等を閲覧できるものとする。

⑶ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社及び子会社は、「リスク管理規程」・「危機管理規程」に基づき、当社及び子会社のリ
スク管理を明確化し、「リスク管理委員会」においてリスク管理推進体制を構築する。
②　当社及び子会社のリスク管理の状況は、内部監査室が監査し、その結果を定期的に取締役会
及び監査等委員会に報告する。

⑷ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社の取締役会は、毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定
められた事項や経営に関する重要事項の決定及び業務執行状況を監督している。
②　会社業務執行に関する重要事項の審議・決定及び取締役会の事前審査機関として、役付取締
役全員で構成される経営会議を毎月１回開催している。
③　経営の意思決定機関及び業務執行の監督と業務執行機関を明確に分離するため、執行役員制
度を導入している。
④　当社及び子会社は、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画を策定し、事業年度毎の予算を
策定して、その目標達成に向けた具体的計画を立案・実行する。
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⑸ 財務報告の適正性を確保するための体制
金融商品取引法に基づき､財務報告の適正性を確保するため､当社及び子会社における財務報告
に係る内部統制の基本方針を制定し、同方針に従って内部統制に必要な体制を整備・運用し、
維持する。

⑹ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社は「関係会社管理規程」に基づき、子会社に定期的な経営情報の報告を求め、効率的な
経営に必要な支援・指導を通して、当社及び子会社全体の経営効率の向上を図る。
②　当社取締役は子会社取締役を兼務することで、当社及び子会社の内部統制の確立に努める。
③　当社監査等委員会及び内部監査室は、当社及び子会社の内部監査を実施し、当社及び子会社
の業務の適正を確保する体制を構築する。

⑺ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びに当該取締役及び使用人
の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当該取締役及び使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項
①　監査等委員会は、「監査等委員会規則」・「監査等委員会監査等基準」に従い、職務を補助
すべき取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する
体制を整備するように当該取締役に対して要請する。
②　当該取締役及び使用人は監査等委員会の指揮命令のもと職務を遂行する。
③　当該取締役及び使用人の人事異動・人事評価については、監査等委員会の同意を必要とす
る。

⑻ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役及び使用
人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制並びに
当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
①　監査等委員である取締役は、取締役会及び経営会議その他の重要な会議へ出席し重要な報告
を受ける。
②　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役及び使
用人は、監査等委員会に対して、法令で定められた事項に加え、当社及び子会社の業務又は業
績に重大な影響を及ぼす事項等を、速やかに監査等委員会に報告する。
③　当社は、上記②の報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行
うことを禁止する。
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⑼ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の請求をしたとき
は、当該監査等委員の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又
は債務を処理する。

⑽ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査等委員は代表取締役との間で定期的な会合を持ち、情報交換や業務執行状況を報告・検
討するなど代表取締役との相互認識を深めた体制を構築する。
②　監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人との情報交換、意見交換を行うなどの連携を密
にして、監査の実効性と効率を高めた体制を構築する。

⑾ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
　コンプライアンスについては、「コンプライアンス規程」を整備するとともに、全役職員へ
「泉州電業グループ行動規範」を配布するなどしてコンプライアンスの周知徹底を図っており
ます。また、「リスク管理規程」等の関連規程を整備し、リスク管理推進体制を構築しており
ます。
　取締役会は、社外取締役５名（うち３名は監査等委員である取締役）を含む取締役15名で
構成されております。当事業年度において取締役会を14回開催し、法令で定められた事項や
経営に関する重要事項の決定及び業務執行状況を監督しており、意思決定及び監督の実効性は
確保されております。
　監査等委員である取締役は当事業年度において監査等委員会を13回開催し、監査等委員会
において定めた監査計画に基づいた監査を実施しております。また、取締役会及び経営会議そ
の他の重要な会議への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的に情報
交換、意見交換等を行うことで、取締役の業務執行の監視、内部統制システムの整備、運用状
況を確認しております。
　内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社及び子会社の内部統制監査を実施しておりま
す。
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(2021年11月 1 日から
2022年10月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 2,575 3,412 40,032 △4,201 41,818
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △92 △92
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 2,575 3,412 39,939 △4,201 41,725
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △455 △455
剰余金の配当(中間配当) △542 △542
親会社株主に帰属する当期純利益 5,314 5,314
自 己 株 式 の 取 得 △1,028 △1,028
自 己 株 式 の 処 分 29 23 53
自 己 株 式 の 消 却 △751 751 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △722 4,316 △252 3,340
当 期 末 残 高 2,575 2,690 44,255 △4,454 45,066

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他の
包括利益

累計額合計
当 期 首 残 高 785 131 △10 906 － 160 42,886
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △92
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 785 131 △10 906 － 160 42,793
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △455
剰余金の配当(中間配当) △542
親会社株主に帰属する当期純利益 5,314
自 己 株 式 の 取 得 △1,028
自 己 株 式 の 処 分 53
自 己 株 式 の 消 却 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △124 258 16 150 38 76 265

当 期 変 動 額 合 計 △124 258 16 150 38 76 3,606
当 期 末 残 高 660 390 6 1,056 38 237 46,399

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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⑴　連結子会社の数 14社

連　結　注　記　表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

株式会社エステック
三光商事株式会社
エヌビーエス株式会社
アシ電機株式会社
太洋通信工業株式会社
株式会社北越電研
SENSHU ELECTRIC INTERNATIONAL CO.,LTD.
SENSHU ELECTRIC PHILIPPINES CORPORATION
SENSHU ELECTRIC VIETNAM CO.,LTD.
SENSHU ELECTRIC AMERICA,INC.
上海泉秀国際貿易有限公司
台湾泉秀有限公司
北越電研（上海）有限公司他１社

　上記のうち、当連結会計年度において株式会社北越電研の全株式を取得し、同社及び同社の子会社
の北越電研（上海）有限公司他１社を連結の範囲に含めております。

⑵　非連結子会社の名称等
　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　 連 結 子 会 社 の う ち 、SENSHU ELECTRIC INTERNATIONAL CO.,LTD. 、SENSHU ELECTRIC 
PHILIPPINES CORPORATION及びSENSHU ELECTRIC AMERICA,INC.の決算日は 7 月31日、株式会社
北越電研、上海泉秀国際貿易有限公司、台湾泉秀有限公司及び北越電研（上海）有限公司他１社の決算日は
12月31日、SENSHU ELECTRIC VIETNAM CO.,LTD.の決算日は 9 月30日であります。
　 連結計算書類 の 作成 にあたって 、SENSHU ELECTRIC INTERNATIONAL CO.,LTD.、SENSHU 
ELECTRIC PHILIPPINES CORPORATION 、SENSHU ELECTRIC VIETNAM CO.,LTD. 及 びSENSHU 
ELECTRIC AMERICA,INC.については、決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日ま
での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　株式会社北越電研、上海泉秀国際貿易有限公司、台湾泉秀有限公司及び北越電研（上海）有限公司他１社
については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法
②　棚卸資産

主として移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4 月 1 日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物………… 10～50年
機械装置及び運搬具……  3 ～17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（ 5 年）に基づいておりま
す。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
④　投資その他の資産

その他（投資不動産）
　定率法によっております。
　ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4 月 1 
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物…………15～47年
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を基準として計
上しております。

③　役員退職慰労引当金
　一部の国内連結子会社において、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年
度末要支給額を計上しております。
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⑷　収益及び費用の計上基準
商品の販売

　当社グループは、主に電線・ケーブルの販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて商品を引き
渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品が顧客に引き渡された時点、又は顧客が検収し
た時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることか
ら、商品の引き渡し又は検収時点で収益を認識しております。なお、国内販売において、出荷時から当
該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して
おります。

⑸　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき
計上しております。
　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（ 5 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計
額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは20年以内の合理的な償却期間を設定し、定額法により償却しております。

③　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費
用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めて計上しております。
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会計方針の変更に関する注記
収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これに
よる主な変更点は、保守契約取引について、従来は保守開始時の一時点で収益を認識しておりましたが、履
行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。
　なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の販売において、出荷時から当
該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しており
ます。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結
会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収
益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従って
ほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
　この結果、当連結会計年度の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微であります。

時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。
　これによる連結計算書類に与える影響はありません。
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（単位：百万円）
当連結会計年度

当社の営業拠点の有形固定資産 15,593

１．有形固定資産の減価償却累計額 6,135百万円
２．投資その他の資産の減価償却累計額

その他（投資不動産） 381百万円

会計上の見積りに関する注記
当社の有形固定資産の減損

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社の資産グループは、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位である営業拠点単位でグ
ルーピングしております。営業拠点の有形固定資産については、営業損益の継続的な悪化や、主要な資
産である土地の市場価格の著しい下落等により減損の兆候の有無を把握しております。減損の兆候があ
る資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッ
シュ・フローの総額がそれらの帳簿価額を下回る場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として認識しております。
　減損損失の認識の判定に用いる割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる各営業拠点の翌
連結会計年度以降の営業損益の重要な仮定は、将来の売上高及び粗利益率であります。
　これらの仮定について、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況等により見直しが必要となった
場合、将来キャッシュ・フローや回収可能価額が減少し、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な
影響を与える可能性があります。

追加情報
新型コロナウイルス感染症の影響

　新型コロナウイルス感染症の影響については、その収束時期等を正確に予測することは困難な状況にあり
ますが、当社グループにおいては、新型コロナウイルス感染症の影響が今後も一定期間継続するものと仮定
して、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。この結果、現時
点において会計上の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断しております。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、今後の状況次第では翌連結会計年
度の当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
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場所 用途 種類 減損損失（百万円）
兵庫県洲本市 保養所 建物及び土地 15

（単位：株）
当連結会計年度

期首株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度

期末株式数
発行済株式

普通株式(注1) 10,800,000 － 300,000 10,500,000
合計 10,800,000 － 300,000 10,500,000

自己株式
普通株式(注2､3) 1,680,806 183,379 308,900 1,555,285

合計 1,680,806 183,379 308,900 1,555,285

連結損益計算書に関する注記
減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社グループは、事業用資産については事業所単位で、賃貸不動産及び遊休資産、処分予定資産について
は、個別物件単位でグルーピングを行っております。
　上記保養所については、売却の意思決定を行ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失（15百万円）として特別損失に計上しております。
　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定額等
に基づき算定しております。
　当該資産については、売却を完了しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の発行済株式の株式数の減少300,000株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるも
のであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加183,379株は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによ
る増加183,300株、単元未満株式の買取りによる増加79株によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少308,900株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によ
る減少8,900株、取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少300,000株によるものであります。

４．当社は、2022年11月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の事
項は、当該株式分割前の株式数を基準としております。
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決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年 1 月27日
定時株主総会 普通株式 455 50 2021年10月31日 2022年 1 月28日

2022年 6 月 2 日
取締役会 普通株式 542 60 2022年 4 月30日 2022年 7 月 4 日

計 998

①　配当金の総額 715百万円
②　１株当たり配当額 80円
③　基準日 2022年10月31日
④　効力発生日 2023年 1 月27日

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2023年 1 月26日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
提案しております。

配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
（注）当社は、2022年11月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、

2022年10月31日を基準日とする配当につきましては、当該株式分割前の株式数を基準と
した金額を記載しております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、一時的な余資については安全性の高い金融資産で運用し、運転資金は自己資金又は銀行
借入及び社債により調達しております。
　受取手形、売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に従ってリスクの軽減を図っ
ております。また、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価等の把握及び保有状況の継続的な
見直しを行っております。
　支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、借入金及び社債は主に営
業取引に係る資金調達であり、その返済日は最長で決算日後９年であります。これらについては、手許流動
性の維持などにより流動性リスクの軽減を図っております。
　なお、デリバティブ取引は行っておりません。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

⑴　有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 1,701 1,701 －

⑵　長期貸付金 19 19 △0
⑶　長期預金 3,000 3,000 －
⑷　社債 (221) (221) (△0)
⑸　長期借入金 (80) (78) (△1)
⑹　リース債務 (53) (52) (△1)

２．金融商品の時価等に関する事項
　2022年10月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては、次のと
おりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額17百万円）は、「その他有価証
券」には含めておりません。預り保証金（連結貸借対照表計上額 148百万円）については、契約の解約時
期の見積りが困難なため、時価開示の対象としておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受
取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価
額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

（注）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券

株式 1,428 － － 1,428
債券（社債） － 28 － 28
債券（その他） － 37 － 37
その他 － 206 － 206

資産計 1,428 273 － 1,701

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 19 － 19
長期預金 － 3,000 － 3,000

資産計 － 3,019 － 3,019
社債 － 221 － 221
長期借入金 － 78 － 78
リース債務 － 52 － 52

負債計 － 352 － 352

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：百万円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社グループが保有している債券等は、市場
での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時
価に分類しております。

長期貸付金
　長期貸付金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規貸付けを行った場合に想定される利
率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期預金
　長期預金の時価については、公表された相場価格が存在しないため、取引先金融機関から提示され
た価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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１株当たり純資産額 2,578円24銭
１株当たり当期純利益 294円03銭

社債
　当社グループの発行する社債（１年内償還予定を含む）の時価は、元利金の合計額と、当該社債の
残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。

長期借入金及びリース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、電線・ケーブル事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益、キャッ
シュ・フローの性質、計上時期等は概ね単一であることから、収益を分解した情報の重要性が乏しいため、
記載を省略しております。

２．収益を理解するための基礎となる情報
　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「４．会計方針に関する事項」の
「⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　契約資産及び契約負債の残高等

　当社グループの契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重要な変動も発生していな
いため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当
連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を
適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中
に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2022年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、
当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利
益を算定しております。
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株式分割前の発行済株式総数 10,500,000株
今回の分割により増加する株式数 10,500,000株
株式分割後の発行済株式総数 21,000,000株
株式分割後の発行可能株式総数 84,000,000株

基準日公告日 2022年10月14日
基準日 2022年10月31日
効力発生日 2022年11月 1 日

重要な後発事象に関する注記
株式分割

　当社は、2022年９月30日開催の取締役会決議に基づき、2022年11月１日付で株式分割を行っておりま
す。

１．株式分割の目的
　当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整
えるとともに、株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要
⑴　分割の方法

　2022年10月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有普通株式
１株につき２株の割合をもって分割いたします。

⑵　分割により増加する株式数

⑶　分割の日程

⑷　１株当たり情報に及ぼす影響
　１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。
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(2021年11月 1 日から
2022年10月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

当 期 首 残 高 2,575 3,372 40 3,412 166 35,253 3,090 38,510 △4,201 40,296
会計方針の変更による累積的影響額 △73 △73 △73
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 2,575 3,372 40 3,412 166 35,253 3,017 38,436 △4,201 40,222

当 期 変 動 額
資 本 準 備 金 の 取 崩 △2,672 2,672 － －
別 途 積 立 金 の 積 立 2,079 △2,079 － －
剰 余 金 の 配 当 △455 △455 △455
剰 余 金 の 配 当 ( 中 間 配 当 ) △542 △542 △542
当 期 純 利 益 4,670 4,670 4,670
自 己 株 式 の 取 得 △1,028 △1,028
自 己 株 式 の 処 分 29 29 23 53
自 己 株 式 の 消 却 △751 △751 751 －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △2,672 1,949 △722 － 2,079 1,593 3,672 △252 2,697
当 期 末 残 高 2,575 700 1,990 2,690 166 37,332 4,610 42,109 △4,454 42,919

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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評価・換算差額等
新　株
予約権

純資産
合　計

その他有価
証 券 評 価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 774 774 － 41,070
会計方針の変更による累積的影響額 △73
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 774 774 － 40,996

当 期 変 動 額
資 本 準 備 金 の 取 崩 －
別 途 積 立 金 の 積 立 －
剰 余 金 の 配 当 △455
剰 余 金 の 配 当 ( 中 間 配 当 ) △542
当 期 純 利 益 4,670
自 己 株 式 の 取 得 △1,028
自 己 株 式 の 処 分 53
自 己 株 式 の 消 却 －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △118 △118 38 △80

当 期 変 動 額 合 計 △118 △118 38 2,616
当 期 末 残 高 655 655 38 43,613

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

⑴　子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
⑵　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……………時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………………移動平均法による原価法
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品……………………移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4 月 1 日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物………………… 10～50年
機械及び装置……… 10～17年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（ 5 年）に基づいております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
⑷　投資その他の資産

その他（投資不動産）
　定率法によっております。
　ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4 月 1 日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物……………15～47年
４．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を基準として計上して
おります。

－ 18 －



⑶　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。

ａ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

ｂ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 5 
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

５．収益及び費用の計上基準
商品の販売

　当社は、主に電線・ケーブルの販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義
務を負っております。当該履行義務は、商品が顧客に引き渡された時点、又は顧客が検収した時点におい
て、顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品の引き
渡し又は検収時点で収益を認識しております。なお、国内販売において、出荷時から当該商品の支配が顧
客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と
異なっております。

⑵　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

会計方針の変更に関する注記
収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の販売において、出荷時から当
該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しており
ます。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度
の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認
識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんど
すべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
　この結果、当事業年度の損益及び繰越利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微であります。
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（単位：百万円）
当事業年度

当社の営業拠点の有形固定資産 15,593

１．有形固定資産の減価償却累計額 5,766百万円
２．投資その他の資産の減価償却累計額

その他（投資不動産） 381百万円
３．保証債務

次の関係会社の仕入債務に対し、債務保証を行っております。
SENSHU ELECTRIC INTERNATIONAL CO.,LTD. 2百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 544百万円
短期金銭債務 130百万円

時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。
　これによる計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
当社の有形固定資産の減損

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「会計上の見積りに関する注記」の２．に記載した内容と同一であります。

追加情報
新型コロナウイルス感染症の影響

　連結注記表「追加情報」に記載した内容と同一であります。

貸借対照表に関する注記
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売上高 829百万円
仕入高 663百万円
有償支給高 115百万円

営業取引以外の取引高 272百万円

場所 用途 種類 減損損失（百万円）
兵庫県洲本市 保養所 建物及び土地 15

（単位：株）
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
期末株式数

自己株式
普通株式（注） 1,680,806 183,379 308,900 1,555,285

合計 1,680,806 183,379 308,900 1,555,285

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

２．減損損失
　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社は、事業用資産については事業所単位で、賃貸不動産及び遊休資産、処分予定資産については、個
別物件単位でグルーピングを行っております。
　上記保養所については、売却の意思決定を行ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失（15百万円）として特別損失に計上しております。
　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却予定額
等に基づき算定しております。
　当該資産については、売却を完了しております。

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加183,379株は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによ
る増加183,300株、単元未満株式の買取りによる増加79株によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少308,900株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によ
る減少8,900株、取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少300,000株によるものであります。

３．当社は、2022年11月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の事
項は、当該株式分割前の株式数を基準としております。
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繰延税金資産
貸倒引当金 123百万円
賞与引当金 206百万円
投資有価証券評価損及び関係会社株式評価損 197百万円
未払事業税 43百万円
退職給付引当金 653百万円
ゴルフ会員権評価損 17百万円
減損損失 37百万円
その他 277百万円
評価性引当額 △440百万円

繰延税金資産合計 1,117百万円
繰延税金負債

土地再評価差額金 △91百万円
その他有価証券評価差額金 △155百万円

繰延税金負債合計 △246百万円
繰延税金資産の純額 870百万円

種 類 会 社 等 の
名 称 又 は 氏 名 所 在 地

資本金又は
出 資 金

（ 百 万 円 ）
事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等の所有
（被所有）割合

(％)
関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

法人主要株主
の子会社

ＳＦＣＣ
株式会社

川崎市
川崎区 490 卸売業 － 商品の仕入 商品の購入 24,311 買掛金 12,859

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

関連当事者との取引に関する注記
（ア）親会社及び法人主要株主等

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお
ります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　商品の購入については、一般の取引条件と同様に決定しております。
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種 類 会 社 等 の
名 称 又 は 氏 名 所 在 地

資本金又は
出 資 金

（ 百 万 円 ）
事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等の所有
（被所有）割合

(％)
関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

役員 西村　元秀 － －
当社
代表取締役
社長

（被所有）
直接　8.86 －

金銭報酬債権
の現物出資に
伴う自己株式
の処分(注)

13 － －

１株当たり純資産額 2,435円81銭
１株当たり当期純利益 258円41銭

（イ）役員及び主要株主等

（注）１．譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものであります。
２．当社は、2022年11月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、議決

権等の所有（被所有）割合は、当該株式分割前の株式数を基準としております。

収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に
同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2022年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのた
め、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期
純利益を算定しております。

重要な後発事象に関する注記
株式分割

　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。
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